




筆者は､ 社会保険労務士会連合会の機関誌 『月刊社会保険労務士』 (平成) 年６月号に､
論文 ｢社会保険労務士法の改正課題－条の撤廃と､ 簡裁民事代理権の獲得｣ を寄稿したことが
ある｡ 開業社会保険労務士 (以下､ 社労士という) の､ 労働争議介入を禁止していた社会保険労
務士法 (以下､ 単に法という) 条は､ 古くからその不合理性が指摘され､ 政府自体も､ 平成
年度の通常国会 (第国会) における法の改正 (社労士試験の試験事務を連合会に委託するこ
とを主たる内容としたもの) の審議の中で､ 条の撤廃をなるべく早い時期に実現するよう労働





規定しながら､ 引き続き (労働争議に介入することとなるものを除く) とわざわざ規定していた




平成年６月日､ 第回通常国会は､ 法の一部改正案を可決成立させ､ 小生の論稿発表か
ら僅か１年で､ 法条及び法２条１項第３号かっこ書き部分を削除した｡ 同改正法は､ 平成年
６月日に同年法律第号として公布され､ 平成年３月１日に施行された｡ なお､ 上記公布日














連名で､ ｢社労士法の一部を改正する法律等の施行について｣ と題する施行通達を発し (基発
号・庁文号｡ 以下では､ ３･１通達という)､ ｢労働争議時における団体交渉にお
いては､ 社労士は労使の一方の代理人になることは引き続き行うことができない｣ 旨を宣言した
のであった｡ これは､ 社労士にとっては､ まったく予想外の事態の発生というべきものであった｡








今回の改正によって､ 争議行為が発生し､ 又は発生するおそれがある状態において､ 社労士は
業として当事者の一方の行う争議行為の対策の検討､ 決定等に参与することができることになる











議を経由して平成年６月日の通常総会に上程し､ 採択した (以下､ ｢連合会統一見解｣ とい
う)｡














そこで､ 連合会は､ 従来からの法解釈に基づき､ 労働協約の締結等のため団体交渉の場に､ 当










１ ３･１通達が､ 厚生労働省と社会保険庁の幹部名で突然出されたように受け止めて､ その内容
の当否を論じる論稿が散見されるが､ 果たしてそう考えてよいのか､ 筆者はその点に疑問を抱い
た｡ 行政通達は省令等と同様に､ 現行諸立法や､ 法律制定時の国会の立法意思に反することはで
きない｡ したがって､ ３･１通達は､ 社労士法の改正を審議した平成年の衆参いずれかの議院
における厚生労働委員会での政府答弁を確認するものに過ぎないものでないのか､ と考えたので
ある｡
そこで､ 審議会議事録を渉猟してみると､ 以下のことが判明した｡ 即ち､ 同年の第国会に
おいて同年４月７日に開催された上記委員会の審議において､ 当時の尾辻秀久厚生労働大臣が､
辻泰弘議員の法条の削除問題に関する質問に対し､ ｢法条の削除に関して一部に懸念を示す
























行為の対策の検討､ 決定等に参与すると｡ あるいは､ 当事者の一方を代表して相手方との折衝
にあたると｡ あるいは､ 当事者の間に立って交渉の妥結のためにあっせん等の関与をするとい
うようなことが考えられます｡｣























現が用いられているが､ これは ｢代理して｣ と同趣旨と解するべきであろう｡ ちなみに､ 昭和
年法施行通達 (平成年２月日労働省発徴第９号及び同年３月日庁保発第号により一部改
正) でも､ 社労士の労働争議介入の例として､ ｢当事者の一方の行う争議行為の対策の検討､ 決
定等に参与すること､ 当事者の一方を 『代表して』 相手方との折衝にあたること､ 当事者の間に
立って交渉の妥結のためにあっせん等をなすこと｣ を例示しており (連合会編 ｢社会保険労務士
法詳解｣ 頁)､ 行政庁は伝統的に ｢代理｣ を ｢代表｣ と表現していたことがわかる｡
Ⅳ 政府見解及び３･１通達間の微妙な差
政府見解も３･１通達も､ 労使間に労働争議が発生し､ 又は発生するおそれがある状態の下で
の､ 社労士の業務に関し､ それがまったく無制約ではないというものであるが､ 政府見解のうち､
｢労使紛争当事者の間に立って交渉の妥結のためにあっせん等の関与をなす｣ ことは今後も認め
られないとする部分が､ ３･１通達では欠落している｡
上記の行為と､ ｢当事者の一方を代表して相手方との折衝に当たること｣ を､ 政府見解では､
弁護士法条に抵触するため､ 社労士が行い得ない業務だと説明している｡
｢当事者の間に立って交渉の妥結のためあっせん等の関与をなす｣ ことが何故､ ３･１通達で
は取り上げられてないのかは､ 不明である｡ 連合会統一見解が､ ３･１通達のこの部分につき､
｢曖昧になっている｣ と評する所以である｡ この点につき筆者は､ 当事者双方の間に立って､ あっ




弁護士法条は､ 非弁護士が訴訟事件､ 非訟事件その他一般の法律事件に関して鑑定､ 代理､
仲裁若しくは和解その他の法律事務を取り扱うことを禁止する規定であるが､ 同条を正確に引用
しておくことが読者の今後の研究のためには便宜であろう｡ ｢弁護士又は弁護士法人でない者は､
報酬を得る目的で訴訟事件､ 非訟事件及び審査請求､ 異議申立て､ 再審査請求等行政庁に対する
不服申立事件その他一般の法律事件に関して鑑定､ 代理､ 仲裁若しくは和解その他の法律事務を
















る｡｣ と定めており､ なんぴとも労働組合の委任さえ受ければ､ 団交要員になれるのである｡








摘をされている (同氏 ｢社会保険労務士の団体交渉における代理行為について｣ 神奈川県社会保
険労務士会報号３頁)｡
















見解が示されていたのである｡ そしてそれは､ 社労士の職域拡大問題に関していえば､ 厳しすぎ
るとの感を抱かせるものであった｡
それでは何故､ 政府委員として同委員会に出席した当時の尾辻厚生労働大臣は､ 法条削除問







と､ かつて使用者側が､ 大企業を中心にして､ 労担 (ろうたん) と呼称される労働組合の情報収
集､ 組合運動弾圧の戦術検討を専門にする要員を多数要していた時代があった｡ もちろん､ 労使
関係が不安定で､ 労働争議が頻発していた時代の話である｡ また最近では､ 個別的労使紛争発生




の制度化｣ があった｡ 各地での労働講座や時事講座において､ こんな制度が法制化されると､ 上
記のような労働組合を標榜するグループの営業活動に､ 法的保障を与えるだけだという意見を述
べたところであった｡ 幸い､ 連合等の労働組合の反対や､ 識者の反対の声が強く､ この制度は契
約法案から消え (平成年１月日厚生労働省発基第号参照)､ さらには､ 労働契約法の
成立自体が､ 平成年通常国会 (第国会) では見送られてしまった｡
労担 (労務担当の省略語であろう) といい､ 上記の労働組合を標榜するグループ (中にはまじ
めに組合活動を行い､ 勤務先に労組がないか､ あっても経営者の言いなりになる御用組合である
場合に､ 孤立し､ 支援者もなく､ 使用者からは不当な扱いを受けている労働者を現実に救済して
いるグループもあることも筆者は承知しているが)､ といい､ 所詮は ｢労務家｣ ｢交渉家｣ の類で
あって､ 円満な労使関係を構築することには役立たない｡
社労士が､ 万一､ こうした分野でその知識を活用し始めたら大変なことになる｡ そうした懸念
が､ 政府見解や３･１通達を生む要素の一部になってはいまいか｡ そうでなければ､ 法条等の
削除に関して､ 国務大臣や労働基準局長が社労士の懲戒問題にあれほど拘泥する答弁をし､ 通達
を発したことの合理的な説明がつけがたい｡
筆者が交際している社労士は､ すべからく健全な常識人であり､ 正義感にあふれ､ 職務にも熱
心であり､ それに､ これは余計なことかもしれないが､ スポーツ・パーソンである｡
スポーツ好きかどうかは別として､ 全国のほとんどの社労士は上記のような方々だと思う｡ そ
うであればあるだけ､ 社会保険労務士法の再改定に向けて､ 全国の社労士会と連合会は再び立ち

















しようと提言したのは､ 平成年月日の､ 司法制度改革推進本部決定 ｢今後の司法制度改革
の推進について｣ がはじめてであったと記憶する｡ しかし今日では万円は低額に過ぎ､ 少なく
とも司法書士の簡裁民訴の代理権の上限である万円 (司法書士法３条１項６号イ､ 裁判所法
条１項１号) を下回るべきではないと思料する｡
その３は､ これもかねてから筆者が主張していることであるが､ 社会保険労務士試験に､ 専門
試験科目として､ 憲法 (人権に関する部分)・民法 (債権法)・民訴法・集団的労使関係法 (労組
法及び労調法) を加えるよう連合会は努力して欲しい｡ 名実ともに社労士が労使関係法全体の専
門家であり､ 人権擁護の信念を常に抱き続け､ 訴訟実務知識を有することを国民に周知させる､
最速最短の道がこれであろうと考える｡ この課題が実現しさえすれば､ 事実行為の代理は認める
が､ 法律行為の代理は認めないなどという言い草は､ 遠い昔の笑い話の一つとして語られるよう
に間もなくなるのではないかと思料する次第である｡
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